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臨時国会は 
「働き方改革」が焦点に1

　過労死の根絶と長時間労働の解消、そして非正

規雇用労働者の処遇の改善と雇用形態別の格差の

縮小・根絶。これらきわめて重要な課題に関連し

た複数の労働法の見直し法案が、この秋から年末

にかけて開催される臨時国会にかけられる。労働

組合としては、憲法問題と同様、最大限の関心を

もって、運動に取り組みたい。

　安倍政権が進める労働関連政策には、最低賃金

の ３％引き上げなどといったように、部分的には

改善となるものも含まれている。しかし、それ

は、安倍「働き方改革」が労働者にプラスをもた

らすと誤解させるため、もしくは、財界が欲しが

る規制緩和を容認するよう、労働者に迫るための

小さな取引材料であって、政策を全体としてみれ

ば、労働者保護法制の規制緩和・破壊、規制がお

よばない働き方を広げようとするものである（図

表 １）。

　労働時間法制については、長時間労働の是正の

ための規制導入といいながら、月100時間未満も

の過労死ラインの残業合法化が狙
ねら

われている。同

時に、規制強化とは真逆の高度プロフェッショナ

ル制度の創設、裁量労働制の対象を広げる規制破

壊の実現も、平然と提案されている。

　雇用形態別の格差の問題では、政府は「同一労

働同一賃金」という打ち出しで、正規・非正規の

二元的格差を解消するとしている。しかし、肝心

の賃金については今の企業内でまかりとおってい

る差別の論理にお墨付きを与える法令整備にすぎ

ない。正当化しにくい、交通費支給や各種手当、

福利厚生の利用に関する格差については、非正規

雇用労働者にとって多少のプラス効果をもたらす

指針案が検討されているが、そこにも人事評価の

裁量が組み込まれたり、賃下げや賃金原資の配分

見直しとセットで行うという使用者側の対応の余

地が認められたりしている。

　まやかし満載の「働き方改革」は、法案の出し

方にも問題がある。労働時間法制にかかわって

は、労働基準法、労働安全衛生法、労働時間等設

定改善法が改定の対象であり、まやかし「同一労

働同一賃金」法については、労働契約法、パート

労働法、労働者派遣法が関わる。これに働き方改

革の基本方針を盛り込むとされる「労働政策総合

推進法」なるものも、 ９ 月に審議会に上程され

る。かなりの審議時間を要する重要法案が並ぶわ

けだが、政府は、これだけの法案を一本にまとめ
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ストップ安倍雇用破壊！
ディーセントワーク確立に向け、
職場から働くルールづくりを！
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た束ね法案にする意向を明らかにしている。狙い

は、戦争法などのケースと同様、数多くの論点が

ある複数の法案を一括法案とすることで審議時間

を縮小し、論点の深堀りをさせずに時間切れで採

決へともちこむことと、法案群の中にある猛毒

（高度プロ制度等）と、多少なりとも改善に資す

る可能性があるものとを混在させることで、野党

の対応をかく乱し、廃案要求をさせにくくするこ

とにある。民主的な法案審議など念頭にない、安

倍政権ならではのこうした手法に対しても、私た

ちは大いに批判の声をあげなければならない。

安倍政権のもくろむ雇用構造の
大転換2

　労働時間法制の規制緩和や格差固定化のための

均等・均衡処遇法理の整備も含め、安倍政権と財

界は、日本の雇用構造を全体として大きく転換し

ようとしている。安倍政権は誕生以降、すでに派

遣労働の恒常的な活用を可能とする労働者派遣法

の改悪、雇用維持のための雇用調整助成金の縮小

と人材ビジネスの利権にもつながる労働移動支援

①　時間外労働と休日労働の上限規制案は、単月で100時間未満、 ２～ ６か月の各平均が月80時間、年間960時間（月平均
80時間×12か月）もの時間外労働と休日労働を認める「過労死残業の合法化」の内容。長時間労働が特に著しい業務の
うち、自動車運転業務、建設業務、医師については法の施行後 ５年間は現状のまま、 ５年後の見直しも長時間労働を前提
とする方向性を確認し、研究開発業務は規制の適用除外とする。加えて、かねてより安倍首相が執着してきた「残業代ゼ
ロで働かせ放題」の高度プロフェッショナル制度創設と企画業務型裁量労働制の拡大も、法案に盛り込む。
②　「同一労働同一賃金」の検討では、欧州の法制度や判例法理の整理・紹介などの作業がなされたが、経団連の主張に
そって現行の労働契約法やパート法の欠陥を活かし、「正規・非正規間の賃金格差を正当化する法整備」となった。一時
金や各種手当、交通費支給や福利厚生などの面では、処遇格差の是正に使える可能性もあるが、経団連は手当や福利厚生
についてのガイドライン案に反発している。また、総額人件費を抑制しつつ、格差是正のための正社員の賃下げを主張し
始めている。
③　「柔軟な働き方がしやすい環境整備」では、テレワークや兼業・副業など、多様な働き方を普及させることで、事業
場外みなし労働・裁量労働に従事する労働者を増やし、さらには非雇用型の働き手づくり・個人請負化を広げようとして
いる。この政策の中で、働き手に仕事を斡旋する「プラットフォーム事業」で利益を得る人材ビジネスへの助成措置も強
めようとしている。その財源として雇用保険会計が狙われている。
④　実行計画にはないが「不当解雇の金銭解決制度」の導入作業も進められている。違法な首切りをして裁判で負けて
も、一定額の解決金をもって確実に首切りを完遂できる制度づくりが経団連の狙いだが、当面は「不当に解雇された労働
者が、職場復帰でなく金銭解決を望んだ場合にだけつかえる裁判制度」とし、「労働者にとっての選択肢を増やす」との
言い方で反対論を封じようとしている。今回の改悪の目玉は、労働審判制度等の統計をもとに、解決金水準を標準化・明
示化することにある。いくら払えば法的に無効な解雇が事実上合法化されるのかが予測可能になれば、企業は解雇を躊躇
なく実施できるようになる。解雇自由化のための解決金水準の透明化が狙われている。
⑤　実行計画では、④の解雇自由法制でなく、再就職支援が強調されている。その準備作業として、首相官邸には転職で
奇跡的成功をなしとげた労働者を集め、本人のやる気と努力、それをサポートするリカレント教育やキャリア・カウンセ
リングなどのサービスがあれば、バラ色のキャリアが実現しているとの結論がまとめられた。これに基づき、人材ビジネ
スの市場拡大に政府が加担しようとしている。
⑥　女性や若者が活躍しやすい環境整備、高齢者の就労促進、育児・介護、病気と仕事との両立といった課題も取り上げ
られているが、就労困難な事情を抱えた人々が直面している根本問題（長時間労働、低い処遇、不安定雇用）の改善はは
からず、生活保護・年金・医療などの社会保障を改悪することで、生きるために劣悪な労働条件でも働かざるを得ない
人々をうみだし、労働力化しようとしている。
⑦　外国人技能実習制度や国家戦略特区などの手立てで、通常の労働法制の規制を突破し、移民政策をまともに検討しな
いまま、外国からの労働力の受け入れの拡大を進めるとしている。外国人技能実習制度は、「技能移転による国際貢献」
といいながら、建設、農業、製造、あらたに介護など、劣悪な労働条件ゆえに労働力不足となっている業種に、使用者を
選べず、労働者としての基本的な権利すら奪われた労働者を大量に受け入れる仕組みである。
⑧　実行計画では、労働法が適用されない公務員も「働き方改革」の対象とされている。「同一労働同一賃金」について
は「民間の動向を踏まえて検討」と格差容認の立場である。「長時間労働の是正」については、上限規制ではなく、管理
の徹底や先進事例の提供などの手法にとどまっている。他方でテレワークについては、公務が率先して環境整備を行い、
「リモートアクセス機能の全省での導入」など、IT 産業への利益誘導の側面が濃厚な方針が掲げられている。

　図表 １　「働き方実行計画」の概要
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助成金の拡大、様々な業種に低コストの労働力を

調達するための外国人技能実習制度、規制突破の

ための国家戦略特区、年金・医療・福祉の改悪に

よる“働かなければ生きていけない社会づくり”

などを着々と進めている。そして通常国会におい

ては、「不当解雇の金銭解決制度」の創設を狙っ

ている。みなし労働時間制や業務委託労働への橋

渡しとなるテレワーク（図表 ２）は、民間におけ

る推進事業に国や自治体が関与して助成している

だけでなく、国家公務員については2020年までに

全業務の １ 割に導入する目標をたてて進めてい

る。地方自治体や教育現場の「働き方改革」も打

ち出されている。内容をみると労働時間の把握の

強化策などと同時に事務系業務を切り出して民間

委託を進めるといった方針となっている。また、

地方公務員については、 ５月に行われた地方自治

法の一部改正で、非常勤職員の給与・手当給付の

改善を可能とする法改正が行われたが、同時に地

方公務員法の一部改正で、増大した臨時・非常勤

職員の受皿として、期限付任用である「会計年度

任用職員制度」を新設し、正規職員を非正規職員

へと置き換えるための制度整備が行われている。

　要するに、民間・公務を問わず、雇用の流動

化、正社員の解体と非正規の「典型労働」化、労

働時間規制の解体が進められているのである。雇

用については、現在の正規 ６割：非正規 ４割の二

元的格差の構造から、無限定正社員、限定正社

員、有期契約労働者、パートタイム労働者、派遣

労働者、請負・業務委託労働者等といった多様な

契約形態の労働者による重層的な格差構造へと変

えられようとしている。そうなれば、職場におけ

る分断の構造はより複雑となり、労働者は今以上

に団結しにくくなる。一方、使用者は負うべき雇

用・労働条件に関する責任が軽減される。つま

り、安倍政権の狙いは、憲法第27条 ２ 項の「勤労

条件に関する基準」の破壊と同時に、憲法第28条

の団結権破壊も意識している。

安倍政権の描く 
「働き方の未来」とは？3

　「働き方改革実行計画」を進めた先の未来の働

き方と社会はどうなるのか。安倍政権と財界・新

興企業家たちが見通す20年後の社会は、2016年 ８

月に厚生労働省の検討会がまとめた報告書『働き

方の未来2035：一人ひとりが輝くために』に描か

れている。

　「2035年には、個人が、より多様な働き方がで

き、企業や経営者などとの対等な契約によって、

自律的に活動できる社会に大きく変わっているこ

とだろう。企業組織自体も変容していき、企業の

内と外との境界線が低くなり、独立して活動する

個人も増えるという大きな構造変化が生じる。こ

のような変化を前提に考えると、2035年において

は、狭い意味での雇用関係、雇用者だけを対象と

せず、より幅広く多様な働く人を対象として再定

義し、働くという活動に対して、必要な法的手当

て・施策を考えることが求められる。今までの労

働政策や労働法制のあり方を超えて、より幅広い

見地からの法制度の再設計を考える必要性が出て

くるだろう。前の章で述べた、より多様な働き方

　

図表 2　「雇用されない働き方（非雇用型）」の普及に向けて
　　　　テレワーク＝在宅勤務、副業・兼業から誘導

雇用関係による働き方

雇用関係によらない
働き方

兼業・副業 テレワーク
（在宅就労）

１社就業 オフィス勤務
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も、何らかの形での契約が結ばれ、活動が行われ

ている。その点から考えれば、すべての働くとい

う活動も、相手方と契約を結ぶ以上は、民法が基

礎になる。当事者間の自由で対等な契約が存在す

る場合には、その枠組みの下で、自由な経済活動

と競争が起こり、それぞれが、精神的な充実感等

の非金銭的なものも含めて、多様な目的をもって

充実した活動ができるのが、理想的な形であろ

う。ただし、実際には、そのようなメカニズムが

十分に機能しない場合も考えられるので、２0３５年

の未来においては、どのような法的手当てや施策

が民法（民事ルール）に追加されるものとして、

あるいは伝統的な労働法の枠組みを修正するもの

として必要かを整理しておくことにしたい。」（下

線は筆者が追加）

　労働法の対象外となっている業務委託契約や請

負契約によって働いている人たちは、現在も多数

存在している。雇用労働者と同じように指揮・命

令にしたがい、仕事をしていても、労働者保護法

制の対象にならず、不当な取引に泣かされている

ケースは少なくない。取り引き先の企業と対等な

立場には立ちようもないフリーランサーについ

て、契約上はどうあろうと、そこに労働者性を認

めて労働者保護法制で救済するということは重要

な政策である。しかし、『働き方の未来２0３５』が

志向する方向はそうではない。労働者保護法制の

対象にならない自由な働き方こそが「理想的」で

あり、それを増やす（増える）ことを念頭に、労

働法の規制を緩めていくことが、報告書の主眼で

ある。多様で柔軟な雇用の行きつく先は、非雇用

型の働き方が典型労働となる社会ということであ

る（図表 ３）。

　その具体化の動きはすでに始まっている。 7月

３1日に急きょ第 1回の会議が招集された厚生労働

省の労働政策基本部会には、「働き方改革」の部

分的規制ですら気に入らない、規制改革会議の委

員を兼務している経営者や学者が委員として参画

している1）（労働者代表は連合の元会長だが当日

は欠席）。第 1 回の会議で、規制改革派の委員た

ちは、『働き方の未来２0３５』の内容を絶賛し、そ

れを物語に終わらせないために、障害となってい

る労働法等の法律をリストアップし、具定的にそ

れを見直していく作業をしようと提案、厚生労働

省に作業を命じた。特に非雇用型の労働者を活用

している ２人の経営者は、終始、労働法制破壊に

常時雇用されているが副
業としてフリーランスの
仕事をこなせるワーカー

雇用形態に関係なく２社
以上の企業と契約ベース
で仕事をこなすワーカー

特定の勤務先はないが独
立したプロフェッショナ
ル

個人事業主・法人経営者
で、１人で経営している
オーナー

出所：ランサーズ「フリーランス実態調査 2016」

図表 3　「雇われない働き方（非雇用型働き手）」によるビジネス・モデル

〈雇用関係によらない働き方〉

経済産業省 第１回雇用関係によらない働き方に関する研究会 2016年11月17日

厚生労働省「→　日本における広義のフリーランス数：1,064万人（昨年比＋17％）

416万人（39％）

フリーランスの４つのタイプ（※ランサーズ㈱におよる整理）
副業系すきま
ワーカー

269万人（25％）

複業系パラレル
ワーカー

69万人（6％）

自由業系フリー
ワーカー

310万人（29％）

自営業系独立
オーナー

働き
方の未来2035」で
は、労働法が適用
されない「非雇用
型」の働き方が増
え、典型労働とな
ることを展望して
いる。労働法は
あっても適用対象
は少数となり、さ
らに、非雇用型と
の適用法規格差が
問題にされ、労働
者保護規定が弱め
られることになる。

登録登録 マッチング

業務契約（請負契約）

プラットフォーマー
（クラウドワークス・パソナテック・ランサーズ　等）

社会環境
働き手

（社会保障・教育訓練システム・税）

企業
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積極的な姿勢をみせた。「時間にとらわれない働

き方、非雇用型の働き方、様々なひとの伸びし

ろ、活力をうむ後押しをする法改正をしたい」

（佐々木かおりＥウーマン代表取締役）。労働者保

護法制がかからない働き手がいることを理由に、

労働者保護法制を壊してしまえというきわめて乱

暴な理屈である。

　基本部会の提案は、2018年 ６ 月までにまとめら

れ、労働政策審議会の各分科会・部会に作業をは

じめさせる。これが、塩崎前厚生労働大臣の諮問

内容であり、経営者たちはそれを受けて、精力的

に労働法の解体攻撃を加速させようとしている。

　労働者保護法制の岩盤を破壊し、「世界で一番

企業が活躍しやすい国」をつくることが安倍政権

の狙いであり、「働く人の立場に立つ」などと

いった安倍首相の言葉は、まやかしに過ぎないこ

とは、もはや明白であろう。

安倍「働き方改革」に対抗し、
わたしたちが取り組むべき課題4

　IT を含めた様々な領域の技術革新が進む中、

私たち労働者は、直接・無期雇用契約が原則とな

る世界から追い出され、ついには労働法が存在し

ない18世紀的な世界へと叩
たた

き込まれようとしてい

る。この流れは、労働法制の見直しと並行し、職

場における人事・労務管理の実務の場面でも、急

速に進められつつある。安倍政権と強いつながり

を持つ人材ビジネスや IT 企業は、「働き方改革」

を合言葉に、各企業や自治体に合理化・リストラ

を進めるようなビジネスを持ち掛けている。多く

の経営者は、それに乗り気であり、労働法の規制

緩和もにらみながら、労働条件の不利益変更や、

雇用契約の見直しを仕掛けようとしている。私た

ちは、従来の働くルールと権利を失う、危機的な

状況を迎えている。

　一方で、ここには現実を変革するチャンスもあ

る。相次ぐ過労死事件に対する関心の高まりや、

政府による「働き方改革」の宣伝の影響もあっ

て、働くものの権利と労働法制、そして労働組合

に関心をもつ人が増えている。また、長時間過重

労働のために労働者が集まらず、過労による事故

が多発している業界では、労使だけでは解決でき

ない問題に、利用者もかかわって対策を打つべき

との考えが広がり、使用者の間でも、単価引き上

げや業務量の削減を求める動きが、一部ではある

が、起きている。

　さらに、一連の拙劣な国会審議や、安倍首相自

身の権力私物化が明白になるにつれ、安倍政権の

政策に対する労働者・国民の目が厳しくなり、官

邸のまやかしに惑わされない空気も広がってい

る。資本家・富裕層に富がより集中する一方で、

不安定な雇用のもと、貧困にあえぐ労働者、非雇

用型のフリーランサーたちが多数となる、とんで

もない社会をつくらないために、また、過労死し

ても自己責任が当たり前とされる社会に日本をし

てしまわないために、私たちは職場で、地域で旺
おう

盛
せい

な取り組みを展開しなければならない。以下

に、課題を提示し、そのうち、労働時間法制の取

り組み、格差是正の取り組み、署名の取り組みに

ついて、若干の補足説明をしよう。

（ １）安倍「働き方改革」の欺
ぎ

瞞
まん

と危険を広く労

働者に知らせ、悪法を阻止し、働く者の命と健

康、雇用と生活を守り、差別的処遇をなくすため

の「ディーセントワーク・ルール」づくりを求め

る大運動に取り組む。具体的には、①長時間労働

をなくし、雇用を増やす、②誰もが差別されるこ

となく、 ８時間働けば暮らせる賃金・労働条件を

実現する、この ２つを具体的目標として、職場で
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討議し、職場でのルールづくりと法制度改正を達

成する意思統一を進める。このディーセントワー

ク確立の目標を未組織労働者にも訴え、全労働者

が声を上げ、職場と業界、法制度を改革する機運

を広げる。

（ ２）前項の ２ つの目標を実現するため、以下の

課題に取り組む

①臨時国会に上程される法制度改定に関連し、職

場から長時間・過重労働をなくし、生活時間を取

り戻すたたかいと、最低賃金の改定とも連動させ

た賃金底上げと差別的処遇をなくすたたかいに取

り組む。

②来年の通常国会への上程が見込まれる、不当解

雇の金銭解決制度の創設を阻止するキャンペーン

を強める。この課題では全労働団体が反対の立場

で足並みがそろっており、労働政策審議会でのた

たかいを重視し、法案づくりを阻止する。

③2018年春闘では、残業削減の前提となる「残業

代に依存しない生活」を確立するため、正規・非

正規ともに所定内賃金を大幅に引き上げること

と、法定最低賃金の底上げ・全国一律最低賃金制

度の確立をめざすたたかいに力を注ぐ。高齢者雇

用の拡大と併せ、その労働条件の改善も重視す

る。

④外国人技能実習制度や国家戦略特区などの制度

を活用した外国人労働者の受け入れ拡大や、「雇

用されない働き手」（請負・業務委託による就労）

の増加が、産業ごと地域ごとに進められようとし

ている。全労連として、各産別・地方組織と連携

し、実態と問題点の把握を行い、職場でのたたか

いと法制度改正とのたたかいを連動させて、課題

の解消を進めることとする。

労働時間に関する課題での 
取り組み5-1

　労働時間の課題では、安倍政権による労働時間

法制の破壊に反対し、長時間労働を規制する法改

正を求める運動と、職場における働き方の改革と

を、連動させながら進める。悪法を阻止し、労働

時間規制強化に向けた法整備の流れを確定させる

作業は12月までの臨時国会における短期集中の取

り組みである。一方、職場における労働時間短縮

の運動は職場における人員増要求の実現や業務遂

行・管理の仕方の見直し、人の配置の見直しな

ど、中期的な課題となる。そうした運動の射程の

違いも意識しつつ、各職場に適した取り組みを進

める。その際、業種ごとで働き方の実態や問題

点、業法や関連した政策の違いもあることから、

産別方針もふまえながら、以下の取り組みを各職

場で 9 ～ 10月に行う。

（ １）厚生労働省の「労働時間の適正な把握のた

めに使用者が講ずべき措置に関するガイドライン

（2017年 １ 月20日策定）」も活用し、職場の労働時

間管理の在り方をチェックする。あわせて、3
さぶ

6
ろく

協定の在り方を確認し、時間外と休日労働の上限

を月45時間、年360時間以内として長時間残業を

なくす交渉を強める2）。少数組合の場合は、過半

数代表を獲得する事業場内キャンペーンを張り、

要求の多数派を、さらには組織としての多数派形

成を展望した運動とする。すでに一部の使用者は

政府案（月100時間未満・年960時間等）を先取り

した36協定改悪提案を出している。逆提案を許さ

ず、36協定の内容をより厳格にする。そのため、

例えば協定締結権を盾にとるなど、各職場の状況

に見合った戦術で交渉力を強める工夫をする。
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（ ２）前項の取り組みに先立ち、職場で仲間の働

き方の実態をつかむための調査を行う。未組織労

働者も含め、残業時間、発生事業場・業種・職

種、不払い残業の有無と理由、疲労感、パワハラ

等の問題がないかどうかをつかむ。その際、裁量

労働制や変形労働時間制の適用職場では、法を逸

脱した運用も多いことから、法の要件が守られて

いるかチェックも行う。

（ ３）問題点を把握した上で、執行部で対応策を

協議し、職場討議にかけて合意形成を行う。業務

量や人員配置の見直し、新規採用による人手不足

解消など、職場の実情に即した解決策を要求にま

とめ、労使交渉をとおして実現をはかる。

　働き方の見直しに関する職場討議では、今の実

態の確認と対策を討議した後に、安倍「働き方改

革」の労働時間法制改悪案について学習し、職場

にもたらす影響について討議した上で、労働法制

請願署名やネット署名、職場決議の取り組みを推

進する。

（ ４）残業削減の取り組みにおいては、残業代が

減ることに反対する意見もあがる。長時間労働の

是正と同時に「残業代に頼らずに生活できる所定

内賃金」を確立するための賃金闘争を春闘期に展

開することの意思統一もはかる。

（ ５）以上の取り組みの経過と到達、使用者の動

向をまとめ、加盟する産業別労働組合や都道府県

労連に報告する。各産別・地方組織は、その情報

を全労連に集中し、全労連は把握した職場実態を

労働時間法制の法案審議に活かす。

　職場の経験をまとめた内容（成功・失敗事例と

もに）は、秋・年末、春闘期に開催される産別・

地方主催の交流集会等でも活かし、先進的取り組

みと教訓を他の労働組合に広げる。

　また、各地で実施される「ディーセント・ワー

ク宣伝行動」等の街頭宣伝において、未組織労働

者にアドバイス的に呼びかけるスピーチの材料と

して、職場の経験を活かす。

格差是正の課題での取り組み5-2

　2018年 ４ 月から発効する労働契約法第18条の

「無期転換ルール」とあわせ、「同一労働同一賃

金」の考え方が急速に普及し、性別・雇用形態別

の格差是正を期待する労働者が増えている。こう

した想いを受け、各職場で、格差是正に関する労

働契約法、パート法、労働者派遣法の改正を先導

する格差是正の好事例をつくり、あわせて非正規

労働者の組織化を進める取り組みを ８月から2018

年 ８ 月にかけて行う（具体的には、組織局の方針

によるものとする）。

　

（ １）職場における有期雇用労働者、派遣労働者

の雇用契約期間、賃金・一時金・各種手当、福利

厚生の実態と要求を把握するための対話とヒヤリ

ング（もしくは実態調査）を行う。把握した実

態・要求をもとに、秋・年末期に有期労働契約の

雇止め防止と無期転換、手当・福利厚生、労働時

間（秋の最低賃金の改定が影響する場合は時給の

引き上げも）を改善する要求をまとめ、労使交渉

をとおして実現をはかる。その際、政府のガイド

ライン案のうち、使える部分（手当や福利厚生な

ど）は活用する。

（ ２）2018年 ４ 月を前にして、無期転換ルールを

回避しようとする使用者による雇止めが多発し始
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めている。また、有期契約派遣労働者について

は、2018年 ９ 月30日の前に派遣打ち切り（期間制

限 ３年）が発生する。各単組・支部の執行部は労

働契約法や労働者派遣法の内容をふまえた対策を

固めることとする。対象労働者とのヒヤリングに

おける対話では、「不更新条項付きの労働契約等

にサインをする前に」あるいは、「派遣契約の最

終打ち切りの前に労働組合に加入を」ともちかけ

る。

　労働契約法では行政指導は困難であり、司法判

断任せとなるため、労使交渉で使用者の対応を変

えさせることが最善であることを説明する。労働

者派遣法では、事業所単位もしくは個人単位の期

間制限に違反して労働者派遣を受け入れた場合、

派遣先は労働契約の申込みをしたものとみなす制

度もあるが、要件が厳しく、制度任せでは派遣先

での直接雇用の実現は困難であり、派遣先の労働

組合に加入し、交渉で直接雇用を勝ち取ることが

最善であることを説明する。「同じ職場に ３ 年

（労働者派遣）もしくは ５ 年（有期労働契約）も

就労し、業務に精通した労働者を雇止めしてしま

うことは不合理で業務にマイナス」であり、その

ことについて職場の合意をつくり、使用者に理解

を求め、直接・無期契約の合意を勝ち取る。

（ ３）以上の取り組みの経過と到達を、加盟する

産業別労働組合や地方組織に報告し、それらの情

報を全労連に集中する。産別や地方での交流や街

頭宣伝で、以上の経験を大いに活かす。

労働法制の新請願署名・ 
ネット署名・職場決議について5-3

（ １）労働法制新請願署名「過労死と職場におけ

る差別の根絶を求める国会請願署名」に取り組

む。請願項目は以下のとおりである。活用・提出

は2017年の秋～年末の臨時国会であり、第 １次集

約は10月中旬、第 ２次集約は11月中旬とする。

　

１ �）労働基準法について、「裁量労働制の対象拡

大」や「高度プロフェッショナル制度の創設

（労働時間規制の適用除外）」、「月100時間もの

残業上限の法定化」等の改悪は行わないこと。

①時間外労働の上限は、週15時間、月45時間、

年360時間までとし、それを超える特例は認め

ないこと。

②始業から24時間を経るまでに11時間以上の連

続した休息（勤務間インターバル）の付与を義

務付け、生活時間を確保すること。

③夜勤交替制労働は社会に不可欠な業務に限定

し、法定労働時間を日勤労働者より短くするこ

と。

④管理監督者、みなし労働適用者を含むすべて

の労働者の労働時間の把握と記録の保存を使用

者に義務付けること。

⑤労働基準行政を支える労働基準監督官、厚生

労働技官、厚生労働事務官を増員すること。

２ �）性別・雇用形態別の待遇格差をなくすため、

パート法、労働契約法等を改正すること。

①合理的な理由のない待遇格差を禁止するこ

と。格差がある場合、使用者はその合理性を立

証する責任を負うものとすること。

②格差の合理性の判断基準から、将来の役割や

異動の可能性などの差別を固定化する要素は除

くこと。

③格差の解消を理由とする賃金・労働条件の不

利益変更は禁止すること。

④労働契約は無期直接雇用を原則とし、有期労

働や労働者派遣は臨時的・一時的な業務に限る
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こと。

※なお、均等・均衡処遇に関する法整備への請

願事項について、補足説明をする。

①について。政府案では「不合理な待遇格差は

あってはならない」とされるが、この法規定は

「格差はあるが不合理とまではいえない」という

グレーゾーンを広範に認め、格差を温存するもの

となる。そこで、グレーゾーンをなくすべく「合

理的な理由のない格差は禁止」し、格差をつける

場合、使用者は合理性を立証しなければならない

ものとすることで、格差のつけ方を厳格化し、か

つ、格差をめぐる紛争（裁判）などで使用者側の

責任をはっきりとさせることを意図している。

②について。労働契約法第20条やパート法第 ８

条、 ９条では、待遇格差について考慮すべき要素

をあげ、それに照らして「不合理な待遇差を禁

止」しているが、その要素のひとつ「職務内容・

配置の変更範囲」すなわち、「将来の役割や移動

の可能性」が、差別を正当化する根拠となってい

る。将来の可能性を理由に、今の職務内容が同じ

であっても格差を合理的とみなせるとすることは

許されるべきでないという趣旨で、この項目をた

てている。

③について。財界・使用者側委員や、一部の公益

委員は、非正規の福利厚生の改善をするならば、

正社員の賃下げをするといった発言を行ってい

る。労働法の趣旨を満たすために、労働者の処遇

を不利益変更することは、労働法の原則に反する

が、政府はそこを明言しないため、法律に不利益

変更禁止を書くべきとしている。

（ ２）「 ８時間働いたら帰る、暮らせるワークルー

ルの確立を」（ネット署名）については、イン

ターネットを情報源とする未組織労働者を主な対

象とする重要なツールであり、継続して取り組

む。組合員は自ら賛同した上で、知り合いに拡散

していただきたい。なお、ネット上では署名と連

動したブログやツイッターなどを活用し、労働法

制についての情報や労働組合の重要性について知

らせるキャンペーンを展開する。現在、わかりや

すく課題をしらせるための「バナー」（広告）（図

表 ４）の作成を検討（案）している。ネット上で

の拡散の協力をお願いしたい。

　

（ ３）政府案に対する職場決議に取り組む。時期

は、 ９月中下旬、臨時国会に上程する政府の改悪

法案の内容が明確になり次第、職場の意思を示す

こととする。決議文案については全労連からひな

形を示し、各産別と職場で調整して作成する。上

げた決議は、各産別（地方・地域のみ加盟の場合

は地方組織）に集中し、全労連に送付する。厚生

労働省に提出するなどして、国に意思表示をす

る。

図表 ４　政策バナー（案）の例

長時間労働者が突出して多い国、日本

週49時間以上の長時間労働者の割合
JILPT「データブック国際労働比較 2016」より
（各国 2014 年の男性労働者、単位：％）
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図表 4　政策バナー（案）の例
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おわりに6

　安倍「働き方改革」の危険な狙い（賃金・労働

条件・雇用・労働市場システム全体を使用者本位

に多様化・柔軟化させる）について、本誌では、

冒頭の鷲見、今村氏の論文とあわせて、色々な角

度から詳述してきた。この危険性を多くの人に知

らせるとともに、私たちが労働組合として求めて

いる要求（請願署名内容等）について、広く知ら

せ賛同をよびかけたい。

　そのためには、まず、学習が必要である。自分

たちの職場の現状と問題点を出し合い、政府案で

職場に何が起きるかを想像し、自分たちとっての

「望ましい働き方」「くらし方」についてイメージ

することをとおして、各職場での情勢認識の共有

と要求と運動についての合意をはかろう。法制度

改革の課題については、全労連方針や産別方針、

職場での取り組み課題である署名の内容を確認

し、それをもとにした職場決議の作成を行い、さ

らには対外的な宣伝行動を実施しよう。

　安倍「働き方改革」の攻撃を前に、私たちはひ

るむことなく、労働組合の職場活動を強化し、団

結の強化・拡大をはかりたい。安倍政権と財界が

もくろむ労働法のない18世紀的社会構想を葬り去

り、私たちの要求にもとづくディーセントワーク

が確立された社会を実現しよう。

1）「『働き方の未来2035』と『働き方改革』の内容をう
かがったが、この ２ つの内容は大きく異なっている。
『働き方の未来』の方は、柔軟で多様な働き方が広が
り、企業一社単位の働き方もなくなると。そういう中
でいかに個人の立場を弱くしないかというもの。しか
し、『働き方改革』は、時間外労働の制限のような、人
の仕事を時間ではかるという旧来の枠組みでみている。
労働は時間の対価という施策だ。これは『未来』とど
うつながっているのか。手がついていない課題は、ど
うなっているのか」御

み た ら い

手洗瑞
たま

子
こ

（株）気仙沼ニッティ
ング代表取締役社長の発言。
2）延長時間を定める対象期間が １ 日・ １ か月・ １ 年の
３ 区分とされる可能性があることから、 ３ か月等の設
定をしている事業場は変更を検討する。

詰将棋の解答と解説
解答　 ２三金 同歩 １三馬 同玉 ３一角 １二玉

２二角成まで七手詰。

解説　初手 １三馬では 同玉 ２四金 １二玉 ３四角
２三合駒 ２二金に 同飛で詰みません。正解は軽
く捨てる ２三金で 同玉は ３四角までです。 同
歩にはそこでの １三馬が決め手で 同桂は ２一角
で 同玉も ３一角で締めくくります。

詰碁の解答と解説
正解図　黒先、白死。

解説　黒１から３・５が眼を
奪う筋です。黒１で２は白
１で生きになり失敗です。

詰碁・詰将棋の解答と解説

2
1 3

74
6

黒 ５（ ３ ）


